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高校生対象の 年間にわたる暴力防止プログラムの効果
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問題と目的

高校 年と 年の 年間にわたって暴力の一次

予防プログラムを実施し，その効果を検証した。

方 法

手続き

年次 回， 年次 回の計 回， 回 分の

プログラムを高校の授業内で実施した。効果検証

アンケートは 年次 回（事前・事後）， 年次

回（事前・事後・ か月後のフォローアップ）の計

回行った。

参加者

年次のプログラム群は当該年度の全プログラ

ムを受講した 名， 年次のプログラム群は前年

度から引き続き全プログラムを受講した 名で

ある。同学年別クラスの対照群はアンケートのみ

参加した（ 年次 名， 年次 名）。 年対照

群と 年対照群は別集団であり， 年間ともプロ

グラムを全く受講していない。ただし，倫理的配

慮から対照群には各年度の全アンケート終了後に

プログラム内容をリーフレットにしたものを配布

し，説明を行った。なお上記は全て社会的望まし

さ得点（北村・鈴木 ）が 点未満で欠損値

のない者に限った人数である。

効果検証アンケート

参加者は一連のアンケートのみで用いるコード

ネームを作成し回答した。

暴力観 デート の身体的暴力，性的暴力，精

神的暴力のうち軽侮，脅迫，束縛にあたる 項目

について，「完全に暴力にあたる」～「全く暴力に

あたらない」の 件法で回答を求めた。

性差観 性差観スケール（伊藤 ）の因子

負荷量上位 項目に， 件法で回答を求めた。

共感性 共感性プロセス尺度（葉山・植村・萩

原 ）の他者感情への敏感性因子と視点取得

因子各 項目に， 件法で回答を求めた。

アサーション 青年用アサーション尺度（玉瀬・

越智・才能・石川 ）の関係形成因子と説得

交渉因子各 項目に 件法で回答を求めた。

葛藤場面対応 年次のアンケートのみで回答

を求めた。部活動で友人からあるメンバーを仲間

はずれにしようと誘われた時どう答えるか，一コ

マ漫画のふきだし内に記述を求めた。

結果と考察

年次のデータで （事前・事後）× （プログ

ラム群・対照群）の分散分析を行った。暴力観で

交互作用が見られ（ ），プログラム

受講により暴力を認識しやすくなることが示され

た。性差観は両群とも事後のほうが低く，性差を

認識しにくくなっていた（ ）。

年次のデータで （事前・事後・フォローアッ

プ）× （プログラム群・対照群）の分散分析を行

った。暴力観（ ）と共感性の視点

取得（ ）でプログラム群が対照群よ

り高かった。前年度からプログラムを受講したこ

とで，暴力を認識しやすく，他者の立場に立てる

ようになったと考えられる。共感性のうち他者感

情への敏感性は両群ともフォローアップ時に高く

なっていた（ ）。

プログラム群の全 回のアンケート結果の変化

を一要因分散分析で検討した。暴力観は高くなり

（ ），性差観（ ）とア

サーションの説得交渉（ ）は低くな

っていた。 年次の結果から性差観の変化はプロ

グラムの効果ではないことが分かっているが，プ

ログラムにより他者を説得交渉する以外のスキル

が獲得される可能性が示された。

葛藤場面の記述を，「仲間外れへの誘いを断って

いるか」「仲間外れを止めようとしているか」「他

者への気遣いが示されているか」「問題解決を試み

ているか」についてそれぞれ 段階評価するルー

ブリックを作成し採点した。採点は共同研究者

名で行い，一致率は であった。一致しなか

った記述は採点者間で協議し，共同研究者全員の

承認を得て確定した。 （事前・事後・フォローア

ップ）× （プログラム群・対照群）の分散分析を

行ったところ，合計得点（ ），「仲

間外れへの誘いを断っているか」（

），「仲間外れを止めようとしているか」

（ ）でプログラム群が対照群より高

く， 年次からのプログラムによって葛藤時に望

ましい対応ができるようになっていた。

暴力防止プログラムは即時的には暴力観を変化

させるだけだが， 年という長期にわたり定期的

に実施することで，共感性やアサーションスキル

の変化も起こすことが明らかとなった。

付 記

本研究は 科研費 の助成と福山

大学学術研究倫理委員会の承認を得て実施した。
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「協働状況アセスメントシート」による学校支援可視化の検討
―校種による比較から―

荊木まき子（就実短期大学）
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問題と目的

近年，「チームとしての学校（文部科学省， ）」

が提唱され，学校組織全体で児童生徒の支援に取

り組むことが明文化されている。これらの答申を

受け，養成教育や教職大学院等の教育相談・特別

支援教育の教職大学院において，「チームとして

の学校」を学習する試みは始まったところである

（荊木・森田・鈴木， ）。現在，学校組織全体

を診る指標として，学校経営を診断する「学校経

営診断カード（松田， ）」等は存在するが，学

校全体の支援を俯瞰して評価するアセスメント

シートはほとんど見られない。今後学校現場や養

成教育，教職大学院等で，学校全体の支援の検討

や観点を学習するにあたり，学校組織全体の支援

を可視化する評価シートは重要になると考えら

える。そのため本研究では，教職大学院の講義内

において「協働状況アセスメントシート

（ ・ ， ）」を活用し，各学校教

員の記入により，学校全体の支援を評価・把握し，

学校支援のアセスメント・教材活用の可能性を検

討した。

方 法

協働状況アセスメントシート

項目として，学校の全体と学校内の各取り組み

項目（ 項目），全体として見たときの観点（ 項

目）を記入し，学校全体としての支援組織の特徴

や改善点（ 項目）を考えてもらった。

調査協力者

教職大学院に在籍する教員 名（小学校 名，

中学校 名，特別支援学校 名：教職経験がない

学生は，学校経験を充分に書くことが難しく，高

等学校教員は 名であったため除外した）。

調査時期 年 月・ 年 月

調査・分析方法

調査は、教職大学院の講義に「協働状況アセス

メントシート」を記入し，勤務校の支援状況を考

えてもらった。後に各校の状況発表を依頼した。

分析は，記入物を （大谷， ）による分

析を行い，各校種の特徴を比較した。

倫理的配慮として，口頭での本研究の目的，記

入物をデータに使用することを説明し，同意を得

た。

結 果

各項目の校種別に見られた特徴として，学校の

全体と学校内の各取り組み項目では，校種毎に児

童生徒の発達段階・特徴に応じた全体目標を立案

し，それに沿って指導の基準や課題が見いだされ

ていた。それらを支える組織構造として， 次支

援は学習支援や自立活動，行事を中心に， ・ 次

支援は管理職・生徒指導・特別支援の担当者と共

に や を配置し，支援体制を構築していた。

実際の行動では，小学校では行事や研究授業で

の 次支援，中学校では ・ 次支援を担任が担

うこと，特別支援学校では ～ 次支援とも全体

的な配慮や個別対応等総合的支援を必要とする

特徴が見られた。

全体として見たときの観点や支援組織の特徴

や改善点では，小学校では学校内の組織化の程度

により主任層が多重役割となること，中学校では

学校内の重点項目の達成により，他項目の支援が

不足すること，特別支援学校では分掌の多さから，

児童生徒個人の支援の全体像が共有化されてい

ない等が見られた。

記入後の意見として，校内の優先順位や，学校

を構造的に見る視点をもらったこと，学校全体を

見通せていないことが理解できた等が見られた。

考 察

結果より，「協働状況アセスメントシート」は各

校種の特徴を示すと考えられ，学校現場や教職大

学院での学校支援を可視化するアセスメントや，

教材として活用できる可能性が考えられた。

本研究の限界として，本シートが実際の学校経

験をもとに記入するため，学校全体がある程度見

えているミドルリーダー層以上でなければ，記入

が難しい面があり，教職経験が浅い・ない教員や

学生への対応を今後考えていく必要がある。また，

今後より多くの事例を収集し，本シートの汎用性

をより高める必要性があると考えられた。
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